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を及ぼすからだ。 中期的には消費税増税ケースのほうが高い GDP を達成できるが、 長





JEL classification: H50; E27 
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に与える影響を長期にわたってシミュレーションすることが可能となる。   
本稿では、租税分析のための多部門の応用一般均衡モデルとして有名な Ballard, 


















国について川出 ・ 別所 ・ 加藤 （2003） や Ihori et al. （2005） 、 ヨーロッパについて Bouzahzah - 3 -
et al.（2002）が挙げられる。 
川出・別所・加藤（2003）は、政府支出について生活関連型と生産基盤型の社会資




高対 GDP 比の最終目標について 3 つのシナリオを用意し、 消費税の増税による公債抑
制の効果を分析している。Bouzahzah et al.(2002)は、人的資本を考慮した内生成長型























  本稿の構成は以下のとおりである。第 2 節では、本稿の一般均衡モデルについて説
明する。第 3 節では、データ・セットやパラメータの設定、シミュレーションの方法
について述べる。第 4 節ではシミュレーション結果を示し、財政再建の効果について
分析する。最後に、第 5 節で本稿の結論と残された課題について述べる。 







サイクル一般均衡シミュレーションは数多くあるが、いずれも一部門モデルである。 - 4 -
２.  モデル 
本稿では、家計・企業・政府からなる多世代重複ライフサイクル一般均衡モデルを
分析に用いる。不確実性のない実物経済を扱い、時間は離散的で 1 年を単位とする。






2.1  多部門モデルの概略 










は 23 歳で労働市場に参入して 59 歳まで働き、60 歳から引退生活をして 81 歳で死ぬ
と仮定する
6)。このとき、世帯主が j 年生まれの s 歳の世帯は、以下の効用最大化問題
に直面するものとする。 
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i λ 　                    ( 2) 
予算制約（23 歳～59 歳）： 
















t L w A S r S C q
,
, 48 1 1 1 1 1 τ τ τ τ τ − − − + + − + = + + − 　        ( 3) 
予算制約（60 歳～80 歳）： 










t Z S r S C q τ τ τ − + − + = + + − 1 1 1 1 1 　                           (4) 
予算制約（合成消費） 







5)  このときの年次を t 年とすると、t = j + s  で表せる。 
6)  寿命の不確実性がなく、年齢を通じて人口を一定とする必要があることから、平均寿命の男女平均
（2001 年で 81.4 歳）を参考に 81 歳に死亡すると仮定した。死亡時期が全世代で共通のため、ミクロベ
ースでは年金の受給期間が延びるなどの長寿化の影響が捨象されることになるが、被用者年金の被保険
者数・受給者数を財政再計算とほぼ同じになるように調整しており、マクロベースでは長寿化による高









s t X p C q 　                            (5) 
  ここで、X は第 1 産業から第 10 産業までがそれぞれ生産する個別消費財への需要、
C はこれら個別消費財需要を合成した合成消費財需要、S は資産を表す。特に死亡後
に残す資産 S80 は遺産を表す。δは時間選好率、γは異時点間の代替の弾力性、βは
遺産のウェイト・パラメータである。すなわち、家計は個別消費財価格 i p 、合成消費
財価格 i q 、利子率 r、賃金率 w を所与として、残すこと自体から効用を得る遺産動機
（joy of giving）を持ち、時間に関して分離可能なライフサイクルの効用関数 U を最
大化するように、通時的な予算制約のもとで消費と資産形成の意思決定を行う
7)。 
予算制約は退職年齢である 60 歳を境に収入面で大きく二つに区分できる。60 歳ま
での収入は、非弾力的な労働供給 Ls から得た労働所得と資産収入、遺産受取 A から
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  一方、60 歳以降の収入は年金給付と資産収入からなる。年金については、現行制度
のうち老齢厚生年金と、同年金の受給者およびその配偶者に関する老齢基礎年金を対
象とする。年金の支給開始年齢は、老齢基礎年金が 65 歳、老齢厚生年金が 60 歳であ
る。ただし、老齢厚生年金については、60 歳から 64 歳までの特別支給の制度が 2001
年度より段階的に廃止され、 最終的に 65 歳まで支給開始年齢が引上げられることにな
っている。これにより、世代によって年金給付の支給開始年齢は異なる
9)。 





























s θ         ( 7) 
ただし、65 歳以降については、(5)式で給付額を計算せずに 65 歳時の給付額が 80 歳
まで維持されるものとする（既裁定年金の物価スライドによる年金改定）。 
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                   
7）以下、価格はすべて全生産財価格の加重平均（一般物価）に対する相対価格を表す。 
8) 『日本の将来推計人口（平成 14 年 1 月推計）』の中位推計の平均出生年齢が将来にわ
たって約 31 歳となっていることと、『人口動態統計（平成 15 年）』により男女の初婚年
齢差が約 1.8 であることから、33 世代離れた親子関係を仮定した。 
9)  支給開始年齢は男女で異なるが、本稿では男性の場合に従った。 
10)  ただし、2003 年度の総報酬制移行までは、労働供給 s L を標準報酬部分 s L とそれ以外
に分け、給付乗率も標準報酬累計に対する乗率
j θ を用いている。また、生涯累計は過去


















( ) ( ) ( ) ( ) , , 2 1 2 1 L L = = = = = = + + + + t t t t i t i it q E q E q p E p E p         ( 8) 









































               (10) 
() {} 80 80 80 80 1 C q S
c γ







   
is
j
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こうして最適化問題を解き、最終的に以下のように資産残高と労働供給を集計した
ものがそれぞれ資本市場と労働市場への家計からの総供給量となる。 
  ・総資産                ：  ∑
=








s t N S KS                        (13) 
      ・総労働供給            ：  ∑
=








s t N L LS                     (14) 
  また、個別消費財需要を集計したものとフローの貯蓄を集計したものが、それぞれ
各消費財市場と投資財市場における家計からの総需要となる。 
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                   




いては、Simonovits（2003）、上村（2004）を参照のこと。 - 7 -
・家計の総個別消費財需要： 12 , , 1 ;
80
23
1 1 L = =∑
=







t              (15) 
・家計の総投資財需要    ： () ∑
=
+ − + −
−












s t N S S AI                  (16) 
 
2.1.2  生産部門 
生産部門は、消費財産業 10 部門、政府サービス産業、投資財産業の合計 12 部門で
構成される。各産業部門の生産技術は次のような一次同次のコブ・ダグラス型に特定
化する。 


























産業部門別の資本減耗率を i η とすると、 各産業部門の利潤最大化問題は次式で表せる。  
( ) ( ) { }
i










t KD p r LD w Q p η τ τ τ 12 1 1 max + + − + + − = Π      ( 18) 













































































  ;  i  =  1,···,12          (20) 




















w p η τ τ τ 12 1 1 + + + + + =   ;  i = 1,···,12    (21) 
 












2 h （75～80 歳）に分け、医療と同様に賃金上昇とともに増加すると仮定した。
各会計の予算制約は次のようにまとめられる。 
【年金会計】 
      ・予算制約    ：  () t t t t t t AZ PZ GZ F r F − + + + = + 1 1                       (22) 
   ・給付総額   ：  ∑
=








s t N Z AZ                                 (23) 




t t LS w LD w PZ τ τ + =                             (24) 
      ・国庫負担    ：  ∑
=









t t F r KISO N GZ μ                        (25) 
  【医療保険会計】 
      ・予算制約    ：  t t t GM PM AM + =                                    (26) 








s s s t N Men m AM                                 (27) 




t t LS w LD w PM τ τ + =                               (28) 
      ・公費負担    ：  t
m
t AM GM μ =                                      (29) 
  【介護保険会計】 
      ・予算制約    ：  t t t GH PH AH + =                             (30) 
















s t N h N h AH                         (31) 
      ・保険料収入  ：  t
lc
t AZ PH ⋅ =τ                              (32) 
・公費負担    ：  t
h
t AH GH μ =                                       (33) 
ここで、F は年金積立金残高、
z μ は基礎年金国庫負担割合で、以下では年金積立金









                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                   
12）木村（2007）では、医療保険と介護保険について保険料率を一定と仮定している。 - 9 -
 
② 一般会計部門 
一般会計の予算制約は、 B を公債残高、 DB を公債純増、 GE を政府現実最終消費 （教
育費）、GC を政府現実最終消費（その他）、GI を政府総固定資本形成、T を総税収
（労働所得税、消費税およびその他の間接税、利子所得税、資本税の合計）とすると、
次式で表せる。 
()( ) ( ) t t t t t t t t t t T GH GM GZ GI GE GC B r B − + + + + + + + = + 1 1             (34) 
∑ ∑ ∑
= =
+ − + − + −
=




























t s t KD r KS r N C q N T τ τ τ τ     ( 35) 
なお、以下では公債残高の純増（ t t B B − +1 ）を t DB として表す。 
 
2.1.4  市場均衡 
財市場、資本市場、労働市場の各市場均衡は以下で表される。 
・財市場（産業別） 








+ =            (36) 
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t AX Q =                   (40) 
・資本市場        ：  t
i
i





1                  (41) 
・労働市場        ：   t
i
i














                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                   
13)  社会資本減耗（資本減耗率 G η ）を加えるのは、国民経済計算（93SNA）において社







2.2  一部門モデルの概略 
  一部門モデルは基本的に木村（2007）と同じだが、以下では多部門モデルとの違い
を中心にあらためてその概略を述べる。 
2.2.1  家計部門 
一部門モデルの家計の効用最大化問題は、以下のように多部門モデル(1)(3)(4)の 3
式について合成消費財価格 q＝1 としたもので表される。 
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予算制約（23 歳～59 歳）： 
















t L w A S r S C
,
, 48 1 1 1 1 1 τ τ τ τ τ − − − + + − + = + + − 　         ( 3)’ 
予算制約（60 歳～80 歳）： 










t Z S r S C τ τ τ − + − + = + + − 1 1 1 1 1 　                           (4)’ 
ただし、一部門モデルでは C は合成消費ではなく集計ベースの消費を表す。 
 
2.2.2  生産部門 
一部門モデルの生産部門は、(17)～(21)式の産業別の変数について各産業を表すイ
ンデックス i を除いた形で表される。すなわち以下のように集約される。 




i KD LD Q t t t t
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t t t t KD p r LD w Q p η τ τ τ + + − + + − = Π 1 1 max  (18)’ 
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w p η τ τ τ + + + + + = 1 1             (21)’ 
 
























t s t KD r KS r N C N T τ τ τ τ + + + = ∑ ∑
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,      (35)’ 
t t t t GI GE GC G + + =    
 
2.2.4  市場均衡 
一部門モデルの財市場、資本市場、労働市場の各市場均衡は以下で表される。 






s t AH AM G KD KD N C Q + + + − − + = ∑
=
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1 1 1 η  
・資本市場 ：  t t t t B KD F KS + = + −1                          (41)’ 
・労働市場 ：  t t LS LD =                                     (42)’ 
 












                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                   




3.1  基準年の均衡 



























                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                   
16)  データの作成方法等の詳細については、木村（2007）を参照のこと。 




18）2001 年度を基準年にし、将来推計人口のデータに最新の平成 18 年 12 月推計ではなく




19) 『日本の世帯数の将来推計』では 2020 年までしか推計されていないため、それ以降




礎年金のみを受給する配偶者数を過大推計している可能性がある。 - 13 -
債現在高」を年齢別に加工し、マクロの総資産残高と一致するように調整したものを
使用した。 
老齢基礎年金は、1 人当たり満額で 80 万 4200 円だが、国民年金の第 1 号被保険者









医療給付については、『国民医療費』（平成 13 年）より年齢階級別の 1 人当たり
給付費を求めた。その際、22 歳以下の医療費については世帯人員数によって各世帯に
割り振った。介護給付については、『介護保険事業状況報告年報(平成 13 年度)』より
65 歳以上 75 歳未満と 75 歳以上に分けて 1 人当たり給付費を求め、夫婦 2 人分が給
付されるとした。そして医療、介護ともにマクロ・データにあうように補正した。 




3.3  パラメータの設定 
パラメータは、基本的に上で述べたデータ・セットをもとに、基準均衡を実現する
ように設定した。 
3.3.1  効用関数のパラメータ 
  表 1 は、効用関数のパラメータを示したものである。効用関数のパラメータは、各
世代とも同一であるとした。個別消費財のシェアパラメータについては、基準均衡年






                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                   
20)  具体的には、 標準報酬累計と総報酬累計の給付乗率にそれぞれ 1.240 と 1.218 の調整
係数を乗じた。特別支給の定額部分には、満額（1676 円×444 月）に 0.404 を乗じた。 
































3.3.2  生産関数のパラメータ 
 表 2 は、生産関数のパラメータを示したものである。本稿のモデルでは、10 個の消
費財を生産する 10 の消費財産業部門と政府サービスを生産する政府サービス産業、 投
資財を生産する投資財産業の合計 12 の生産部門を想定している。 
  生産関数のパラメータの設定を行う際には、家計が供給する労働と資本の総量と企
業が需要する生産要素（労働と資本）の総量が一致し、かつ各産業部門の生産財の需













以上の処理によって、3 行（雇用者所得、営業余剰、資本減耗引当）12 列（12 産業
別）の行列が求まる。この行列の行和は各要素所得の総量、列和は各産業別の最終需
要に一致する。 しかし、 そのままでは 2001 年の SNA に基づく基準均衡と一致しない。
そこで、この要素所得の行列データに対して RAS  法を適用し、行和と列和が基準均
                                                                                                                                                                                   
同じである。 
23)  統合は、家計調査の 10 大消費項目と合うように、産業連関表の 32 部門分類の内容を基本分
類ベースで確認して行った。 
24)  ほかには、 平成2 年産業連関表の消費税の扱いを参考に政府サービス部門の 「間接税－補







t φ と労働分配率 i α および資本減耗率 i η
は、以上のようにして求められた 12 産業別の労働所得、資本所得、固定資本減耗をも
とにカリブレーションによって設定した
26)。また、社会資本減耗率 G η については、政府
サービス部門の固定資本減耗のうち、2001 年の SNA における一般政府の固定資本減耗
に相当する率を設定した（ G η =0.3411）。 
なお、基準年以降については全要素生産性のみ上昇率を設定しており、木村（2007）
と同じく、政府の年金財政見通しである『平成 16 年財政再計算』の標準ケースの設定
に従い、いずれの産業部門でも 2007 年度までは 0.2％、2008 年度以降は 0.7％で上昇
するものとした。 








1 食料 0.4760 0.3865 0.0109 農林水産業、食料品
2 住居 0.1017 0.1019 0.0242 不動産
3 光熱・水道 0.3970 0.4385 0.0498 電力・ガス・熱供給、水道・廃棄物処理
4 家具・家事用品 0.6406 0.8075 0.0488 パルプ・紙・木製品、窯業・土石製品、電気機械
5 被服及び履物 0.6985 0.8359 0.0313 繊維製品、その他の製造工業製品
6 保健医療 0.7959 1.0140 0.0375 医療・保健・社会保障・介護
7 交通・通信 0.6947 0.9401 0.0622 石油・石炭製品、輸送機械、運輸、通信・放送
8 教育 0.8303 1.6042 0.7422 教育・研究
9 教養娯楽 0.6255 0.7207 0.0332
精密機械、対事業所サービス、対個人サービス、事務
用品




11 政府サービス 0.5791 1.5480 0.4767 公務、保健医療・教育以外の部門の政府消費支出
12 投資 0.6833 0.8307 0.0363 建設、建設以外の部門の総資本形成
0.6299 0.7324 0.0343 （参考）　一部門  
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                   
25)  RAS 法とは、行列形式のデータにおいて、所与の各行和および各列和の値に合致するよう
に、当該行列要素に対し行方向、列方向に同時的な収束計算を行うことで、制約を満たす行列
要素を算出するものである。 








t LD w τ τ + + 1 を労働所得、( )
i
t t
k KD r τ + 1 を資本所得と
し、生産
i
t itQ p に占める労働所得の割合を労働分配率 i α とした。次に、これら労働所得と












t KD 、労働分配率 i α を適用して求めた。また、
資本減耗率 i η は固定資本減耗を資本需要
i
t KD で割って求めた。 - 16 -






形成のそれぞれについて、2005 年度まで『国民経済計算（平成 18 年度確報）』の伸
び率を適用した。また、2006 年度から 2011 年度までは、「骨太の方針 2006」を参考
に 2011年度にプライマリーバランスの黒字化を達成するのに要する財源のうち7 割を
歳出削減により対応することとして一律に歳出削減をし、2012 年度以降は対 GDP 比
で一定に推移すると仮定した。 
  歳入については、 年金の国庫負担割合引き上げにあわせて消費税率を 2009 年度に 2
％ポイント引き上げ、 その後、 公債残高の対 GDP 比が 100 年間で初期の水準とほぼ同











30）。 なお、 多部門モデルの歳出削減ケースについては、 公共投資、
教育、その他をそれぞれ削減対象とした 3 ケースをシミュレーションした。 
 
４.  分析結果 
4.1  基準ケース 
  増税ケースと歳出削減ケースの比較を行う前に、基準ケースにおいて一部門モデル
と多部門モデルでどれだけ結果が異なるかを確認する。 図 1 は、 GDP 成長率、 利子率、
公債残高対 GDP 比、年金の積立度合について、2008 年度から 2100 年度までの一部門
モデルと多部門モデルのシミュレーション結果を示したものである。GDP 成長率は
2043 年度までは一部門モデルのほうが平均で 0.034％ポイント高く、2044 年度以降は
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                   
27）2008 年度の消費税の増税幅 2％のうち、国庫負担率の引き上げに必要な消費税率は 1.4



































































































































































































































































































































図 1  基準ケース 
 
4.2  消費税増税ケースと歳出削減ケースの比較 
4.2.1  一部門モデル 
表 3 は、 一部門モデルにおいて 2009 年度に消費税増税ないし歳出削減をおこなうこ
とで一時的に生じるショックをみたものである。 
消費税増税ケースでは、消費税率の 1％引き上げにより 2.46 兆円の増税となる。本
稿の一部門モデルでは、労働供給が外生で生産資本も前年度末のストックが使用され
るため、 消費税を引き上げても GDP に影響せず、 増税額とプライマリーバランスの改
善額が同じである。 また、 GDP が不変で消費財と投資財の価格が同じであることから、
増税の負担は全て家計に帰着し、消費と貯蓄の合計を増税額と同額減少させる。この
とき貯蓄がわずかに減少するのは、本稿では家計が Joy of giving 型の遺産動機をもっ
ており、(11)式のように消費との間で遺産を決定するためである。本稿では家計は増
                                                                                                                                                                                   





貯蓄の減少はマクロで見ると 0.03 兆円とわずかなため、 プライマリーバランスの改善


















度はわずかであるため、後年度の GDP 成長率や公債残高の対 GDP 比に関する両ケー







































































































































図 2  長期的な影響（一部門モデル） 
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4.2.2  多部門モデル 
①  財政再建の一時的なショック 











表 4  主要なマクロ変数への一時的なショック（多部門・2009 年度） 
消費税増税
公共投資 教育 その他
総生産の変化率 0.024 0 -0.042 -0.219
消費 -0.460 0 -0.037 -0.031
投資 0.450 0.481 0.515 0.506
政府消費・投資 0 -0.481 -0.465 -0.468
医療・介護給付 0.008 0 -0.011 -0.010
固定資本減耗 0.026 0 -0.043 -0.216
家計消費 -2.30 0 -0.19 -0.16
家計貯蓄 -0.23 0 0.29 0.22
消費税収 2.48 0 -0.03 -0.02
プライマリーバランス改善額 2.41 2.41 2.41 2.41
賃金上昇率 0.109 0 -0.160 -0.135





総 生 産 の 変 化 率 と 寄 与 度 （％）
変 化 額　（兆円）
賃 金 上 昇 率 と 利 子 率 の 変 化　（％ポイント）
 
注1）  総生産の変化率と寄与度は、2009 年度の基準ケースの総生産に対するもの。 
注2）  変化額と賃金上昇率と利子率は 2009 年度の基準ケースとの差。 
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表 5  産業別にみた一時的なショック（多部門・2009 年度） 






















































消費税増税 -0.101 -0.180 -0.040 0.019 0.019 0.052 0.040 0.090 0.0004 -0.002 0.061 0.020
歳出削減（公共投資） 0 0 0000000000
歳出削減（その他） 0.113 0.207 0.041 -0.029 -0.029 -0.067 -0.053 -0.113 -0.007 -0.003 -0.078 -0.030
歳出削減（教育） 0.145 0.26 0.057 -0.029 -0.029 -0.076 -0.059 -0.132 -0.002 0.002 -0.089 -0.030
消費税増税 -0.703 -0.624 -0.763 -0.821 -0.822 -0.153 -0.842 -0.375 -0.803 -0.800 -0.051 2.099
歳出削減（公共投資） 0 0 0000000000
歳出削減（その他） -0.167 -0.260 -0.095 -0.026 -0.025 -0.048 -0.001 0.094 -0.048 -0.051 -7.482 2.101
歳出削減（教育） -0.210 -0.325 -0.122 -0.036 -0.036 -0.060 -0.007 -6.874 -0.063 -0.067 0.075 2.084
消費税増税 -0.514 -0.592 -0.666 -0.664 -0.619 0.065 -0.688 -0.289 -0.625 -0.574 0.014 2.293
歳出削減（公共投資） 0 0 0000000000
歳出削減（その他） -0.390 -0.299 -0.210 -0.213 -0.267 -0.305 -0.185 -0.009 -0.259 -0.320 -7.553 1.872
歳出削減（教育） -0.484 -0.372 -0.263 -0.266 -0.333 -0.376 -0.232 -6.991 -0.323 -0.398 -0.020 1.803
消費税増税 -0.910 -0.910 -0.910 -0.910 -0.910 -0.209 -0.910 -0.393 -0.910 -0.910 -0.098 2.010
歳出削減（公共投資） 0 0 0000000000
歳出削減（その他） 0.079 0.079 0.079 0.079 0.079 0.018 0.079 0.114 0.079 0.079 -7.430 2.207
歳出削減（教育） 0.093 0.093 0.093 0.093 0.093 0.021 0.093 -6.850 0.093 0.093 0.144 2.214
価 格 変 化 率  （⊿p i/p i ,  ％）
生 産 の 変 化 率  （⊿Q i / Q i ,  ％）
資 本 需 要 の 変 化 率 （⊿KD i / KD i ,  ％）
労 働 需 要 の 変 化 率 （⊿LD i / LD i ,  ％）
 
消費税増税 -9.421 -2.385 -3.056 -1.696 -2.303 -1.413 -5.659 -2.468 -4.678 -11.452 -0.440 47.389
歳出削減（公共投資） 0 0 0000000000
歳出削減（その他） -2.238 -0.995 -0.382 -0.053 -0.071 -0.443 -0.010 0.615 -0.277 -0.727 -64.707 47.422
歳出削減（教育） -2.814 -1.241 -0.489 -0.075 -0.100 -0.555 -0.045 -45.213 -0.369 -0.962 0.648 47.036
消費税増税 -15.178 -6.278 -3.427 -1.077 -1.476 0.317 -2.638 -0.072 -3.714 -9.177 0.017 42.702
歳出削減（公共投資） 0 0 0000000000
歳出削減（その他） -11.514 -3.170 -1.081 -0.345 -0.637 -1.485 -0.710 -0.002 -1.541 -5.122 -9.256 34.864
歳出削減（教育） -14.278 -3.944 -1.353 -0.431 -0.794 -1.829 -0.891 -1.742 -1.922 -6.367 -0.024 33.576
消費税増税 -9.115 -0.545 -2.271 -1.912 -2.836 -2.460 -6.772 -3.447 -5.260 -13.960 -0.781 49.359
歳出削減（公共投資） 0 0 0000000000
歳出削減（その他） 0.795 0.048 0.198 0.167 0.248 0.215 0.591 1.004 0.459 1.218 -59.146 54.203
歳出削減（教育） 0.928 0.055 0.231 0.195 0.289 0.251 0.690 -60.119 0.536 1.422 1.144 54.379
価格
生産 13.407 3.821 4.004 2.064 2.802 9.249 6.722 6.577 5.825 14.307 8.648 22.572
資本需要 29.510 10.610 5.142 1.621 2.386 4.860 3.836 0.249 5.942 15.998 1.225 18.621
労働需要 10.021 0.599 2.497 2.102 3.118 11.791 7.446 8.776 5.783 15.348 7.960 24.559
産 業 別 シ ェ ア （基準ケース, 各産業 / トータル, ％）
生 産 の 寄 与 度  （⊿Q i / Q,  0.01％）
資 本 需 要 の 寄 与 度 （⊿KD i / KD,  0.01％）
労 働 需 要 の 寄 与 度 （⊿LD i / LD, 0.01％）
 
注）基準ケースの 2009 年度の値に対する各ケースの変化の変化率および寄与度。 
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（１）消費税増税ケース 



































                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                   
31)  本稿のモデルでは、通常の一般均衡モデルと同様に、労働市場はひとつに集約され、賃
金率はすべての個人について同一である。所得格差は労働量の違いで考慮されている。 
32)（19）式のうち ( ) {}
α α α
− −
1 1 / の部分は、およそα =0.78 を境にそれより低い範囲ではα の
増加関数で、高い範囲では減少関数となっている。したがって、労働分配率の値が非常に






















































②  財政再建の長期的な影響 
















は、 各歳出削減ケースと消費税増税ケースの GDP の差を示したものだが、 一時的なシ
ョックの影響は後年度にも残り、各ケース間で＋0.2 兆円から－1.4 兆円程度の差が生
じる。公共投資削減ケースでは一時的なショックが生じない分、消費税増税ケースよ
りも成長が遅れ、教育支出を削減ケースでは一時的に GDP が低下する分、GDP の水
準に差が生じる。 ただし、 後年度の成長率は両ケースとも増税ケースよりも高いため、
公共投資を削減するケースで 2025 年度、教育支出を削減するケースで 2027 年度を境
に GDP の水準は逆転する。一方、その他の政府支出を削減するケースは、一時的なシ
































































































































 注 ） 2035 年度以降は省略（2050 年度以降では各ケース間の差は 0.001％ポイント以下に収束する） 

















































































































  注）各歳出削減ケースの毎年度の GDP から消費税増税ケースの毎年度の GDP を引いたもの。 
図 4  各歳出削減ケースと消費税増税ケースの GDP の差（多部門） 
 
最後に、経済への影響を通じて財政にどのような影響が生じるのかを、図 5 の公債
残高対 GDP 比の推移で確認する。 公債残高の対 GDP 比は 2100 年度に消費税増税ケー
スでマイナス 80％、 公共投資削減ケースでマイナス 78％、 教育とその他歳出削減ケー



















































































































図 5  消費税増税と歳出削減の公債 GDP 比の差（多部門） 
 
５.  おわりに 















スのほうが高い GDP を達成できるが、 長期的には公共投資と教育支出を削減するケー
スのほうが GDP は高くなる。また、その他の政府支出を削減するケースは、他のどの
ケースよりも低い GDP で推移することが分かった。 






































費税の増税によって後年度の GDP 成長と利子率低下の効果がある。 そのため、 労働所






具体的には、一部門モデルで 2100 年度の公債残高対 GDP 比が消費税増税ケースよ
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